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 当施設は利用者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要や提供するサー

ビスの内容、契約上ご注意頂きたいことを次の通り説明します。 

 ※当施設への入所は原則として要介護認定の結果、「要介護度３から５までの者」が対象となり

ます。また、「要介護度１又は２の方の内、その心身状況、その置かれている環境その他の事情を

照らして、居宅において日常生活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があると認

められた者」は特例として対象となります。 

 

 

１．施設経営法人について 

（１）法 人 名     社会福祉法人 北条福祉協会 

（２）法 人 所 在 地     愛媛県松山市立岩中村甲３４５番地 

（３）電 話 番 号     ０８９－９９６－０３３３ 

（４）代 表 者 氏 名     理事長 重越 ゆかり 

（５）設 立 年 月 日     昭和５３年３月１０日 

 

 

２．施設について 

（１）施 設 の 種 類   指定介護老人福祉施設 

（２）施 設 の 目 的   原則、要介護３以上と認定された方に入所して頂き、介護老人福祉施

設サービス（以下「施設サービス」という）を提供します。 

（３）施 設 の 名 称   高縄荘 

（事業所番号 ３８７１１００１８０） 

（４）開 設 年 月 日   昭和５３年４月１日 

（５）指 定 年 月 日  平成１２年４月１日 

（６）施設の所在地  愛媛県松山市立岩中村甲３４５番地 

（７）電 話 番 号  ０８９－９９６－０３３３ 

（８）施 設 長 氏 名  重越 ゆかり 

（９）施設の運営方針 

① 施設サービス計画に基づき施設サービスを提供します。 

② 利用者が、自立した日常生活を営む事が出来るようにすることを支援します。 

③ 明るく家庭的な雰囲気を有し、地域・家庭との結びつきを大切にします。 

④ 安心して毎日が過ごせるようにします。 

⑤ 介護技術、施設整備、職員研修等において、それぞれの専門性を高め選ばれる施設を

目指します。 

（10）入 所 定 員   ３４ 名 

 

 



（11）利 用 の 方 法 

  ① 利用者から施設サービスを利用したい旨の申し出があった場合は、重要事項説明書に

よりサービスの内容を利用希望者等に説明し、双方が同意した場合に入所契約を締結

します。 

  ② 入所契約により、サービス開始時には利用申込書等関係書類を作成させて頂きます。 

（12）第三者評価の実施状況  実施していません。 

 

 

３．居室の概要について 

施設では、以下の居室・設備を用意しています。入居される居室は原則として個室ですが、

多床室など他の種類の居室も有ります。  （利用者の心身の状態に合わせ、よりよい環境を

提供させて頂きます） 

<居室等の概要> 

居室・設備の種

類 
室  数 備   考 

１人部屋 １６室 個室   

２人部屋  ３室 多床室  

４人部屋  ３室 多床室 

合  計 ２２室  

居室・設備の種

類 
室  数 備   考 

食   堂 １室  

機能訓練室 １室 
[主な設置機器] 

肩関節回旋運動器、平行棒、歩行訓練用階段 

浴   室 ２室 機械浴・特殊浴槽 

医 務 室 １室  

静 養 室 １室  

 

  ※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務付けられて

いる施設･設備です。居室の利用に当たって、居住費の負担を頂きます。 

  ※居室の変更；利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により

施設でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変更する場合があ

ります。その際には、利用者と協議の上、決定するものとします。 

 

 

４．職員の配置状況について 

施設では、利用者に対して施設サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置し

ています。 



<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

  別表１【職務内容及び員数】の通りです。 

 

 

５．職員の勤務体制について 

  施設では、職員が以下の勤務体制で施設サービスを提供します。 

 

職  種 勤務体制 勤務時間 

施設長・事務職員 

（平 常） ８：３０ ～ １７：３０ 生活相談員 

介護支援専門員 

介護職員 

（超早出） ６：２０ ～ １５：２０ 

（早 出） ７：００ ～ １６：００ 

（日直,日勤Ａ，Ｂ） ８：００ ～ １７：００ 

（日勤Ｃ） ８：３０ ～ １７：３０ 

（日勤Ａ） ９：００ ～ １８：００ 

（遅 出） １０：００ ～ １９：００ 

（大遅出） １０：３０ ～ １９：３０ 

（夜 勤） １６：００ ～ 翌 ９：００ 

看護職員 
（平 常） ８：００ ～ １７：００ 

（遅 出） ９：３０ ～ １８：３０ 

栄養士 （平 常） ８：３０ ～ １７：３０ 

調理職員 

（早 出） ６：００ ～ １５：００ 

（半日勤） ６：００ ～ １０：００ 

（中 出） ８：３０ ～ １７：３０ 

（遅 出） １０：００ ～ １９：００ 

令和 7年 4月 1日現在 

 

 

６．施設が提供するサービスと利用料金について 

  施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

（１）介護保険の給付対象となるサービス（契約書第４条参照）＊ 

以下のサービスについては、利用料金の通常９割から７割が介護保険から給付されます。 

施設サービス利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。 

尚、利用者の状態により療養食加算外 5種類の加算があります。 

＜サービスの概要＞ 

① 食事（食費は介護保険の給付対象外ですが、所得に応じて公費負担があります） 

・施設では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜

好を考慮した食事を提供します。 

・利用者の自立支援のため、離床して共同生活室にて食事を摂っていただくことを原則

としていますが、希望に沿い食事場所を変更することも出来ます。 



・規則正しい生活をするために食事時間を設定していますが、希望に沿い時間の変更も

可能と致します。 

（食事時間） 朝食７：３０   昼食１２：００   夕食１８：００ 

② 入浴 

・入浴または清拭を週２回以上行います。 

・寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することが出来ます。 

   ③ 排泄 

・排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した支援を行います。 

   ④ 健康管理 

・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

   ⑤ その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容を支援します。 

＜サービス利用料金（１日あたり）＞（契約書第６条参照） 

別表２【サービス利用料金表】によって、利用者の要介護度に応じた施設サービス利用

料の自己負担額と各加算料金の自己負担額の合計金額をお支払い下さい。 

① 利用者が、まだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦

お支払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険か

ら払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行う

ために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

② 要介護度に変更があった場合、変更された要介護度に合わせて利用者の負担額を変更

します。 

③ 利用者が入院又は外泊をされた場合にお支払いいただく利用料金（外泊加算）は、別

表２【サービス利用料金表】の通りです。（契約書第２０条、第２１条参照） 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条参照） 

   以下のサービスは利用料金の全額が利用者の負担となります。但し、食費・居住費につ

いては、利用者世帯の所得に応じて公費負担があります。 

＜サービスの概要と利用料金＞ 

   別表３【サービス利用料金表】によって、利用者の所得段階に応じた食費・居住費と利用

した日常生活サービス費の合計金額をお支払い下さい。 

① 食費 

利用者の希望により、献立以外の食事サービス（特別食）を受けることが出来ます。 

② 居住費（個室・多床室） 

③ 医療費等 



  必要に応じて医師の診察を受けることが出来ます。 

④ 理美容費 

理容師の出張による理髪サービス（調髪、顔剃）を利用いただけます。 

⑤ 金銭（貴重品）の管理 

利用者の希望により、金銭（貴重品）管理サービスを利用いただけます。詳細は「預り

金等の取り扱い並びに引き渡し要領」により取り扱います。 

ⅰ.管理する金銭の形態 

施設の指定する金融機関に預け入れている預貯金並びに小口現金 

ⅱ.お預かりする物 

貴重品（預貯金通帳と届出印鑑、有価証券、年金証書等） 

ⅲ.保管管理者 

施設長 

ⅳ.出納方法（手続きの概要は以下の通りです） 

・預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、備え付けの届出書を保管管理者

へ提出していただきます。 

・保管管理者は上記届け出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き出しを行い

ます。 

・保管管理者は出入金の都度出入金記録を作成し、その写しを利用者へ交付し

ます。 

⑥ レクリエーション・クラブ活動  

利用者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただくことが出来

ます。 

⑦ 複写物の交付 

利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧出来ますが、複写物を必要と

する場合にはコピー料金を負担いただきます。 

⑧ 契約書第２２条に定める所定の料金 

利用者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から    

現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金（１日につき：１０，０００円）

をいただきます。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 

サービス利用料金は１ヶ月ごとに計算し、翌月１０日までに下記のいずれかの方法にて

お支払い下さい。 

① 事業者に現金にて支払う。 

② 事業者の指定する銀行口座へ振り込みにて支払う。 

③ 事業者の指定日（毎月１４日）に利用者の指定する銀行口座より自動引落にて支払う。 

 



（４）入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により、下記協力医療機関において入院治療を

受けることが出来ます。但し、下記医療機関での優先的な入院治療を保証するものでは

ありません。また、下記医療機関での入院治療を義務づけるものでもありません。 

 

① 協力医療機関 

医療機関の名称 北条病院 

所 在 地 松山市河野中須賀２８８５番地 5 

診 療 科 
内科・外科・整形外科・泌尿器科・胃腸科・肛門科・放射線科・ 

リハビリテーション科・呼吸器科 

医療機関の名称 北条フェニックス脳神経外科 

所 在 地 松山市北条辻６０９番地１ 

診 療 科 脳神経外科・神経内科・リハビリテーション科 

② 協力歯科医療機関 

医療機関の名称 山崎歯科医院 

所 在 地 松山市下難波甲４７４番地１ 

 

（５）施設の利用にあたっての留意事項について 

    入所者は次の各号に掲げる事項を守り、入所者相互の親睦と融和に努なければならない。 

   ① 火気の取り扱いに注意するとともに、所定の場所以外で喫煙しないこと。 

   ② 建物・備品その他の器具を破損若しくは持ち出さないこと。 

   ③ 喧嘩・口論または暴力行為等、他の者の迷惑になることをしないこと。 

   ④ 許可なく飲酒をしないこと。 

   ⑤ 入所者が外泊しようとするときは、施設長に届け出て許可を得ること。 

   ⑥ 入所者が外出しようとするときは、あらかじめ行き先・用件等を職員に申し出ること。 

 

 

７．施設を退所していただく場合（契約の終了）について 

施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由がな

い限り、継続してサービスを利用することが出来ますが、仮に以下のような事項に該当するに

至った場合には、施設との契約は終了し、利用者に退所していただくことになります。（契約書

第１５条参照） 

① 利用者が死亡した場合 

② 要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

③ 事業者が解散、破産した場合またはやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 



④ 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

⑤ 施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ 利用者から退所の申し出があった場合（詳細は以下を参照下さい） 

⑦ 施設から退所の申し出を行った場合（詳細は以下を参照下さい） 

 

（１）利用者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１６条、第１７条参照） 

契約の有効期間内であっても、利用者から施設へ退所を申し出ることが出来ます。その

場合には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書を提出してください。 

但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することが出来ます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意出来ない場合 

② 利用者が入院した場合 

③ 施設もしくはサービス従事者が正当な理由なく介護福祉施設サービスを実施しない場 

  合 

④ 施設もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 施設もしくはサービス従事者が故意または過失により利用者の身体・財物・信用等を

傷つけ、または著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められ

る場合 

⑥ 第三者（他の利用者）が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合、もしくは傷つ

ける恐れがある場合において、施設が適切な対応をとらない場合 

 

（２）施設からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第１８条参照） 

以下の事項に該当する場合には、施設から退所をしていただくことがあります。 

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ

を告げず、または不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生

じさせた場合 

② 利用者による、サービス利用料金の支払いが６ヶ月以上（※最低６ヶ月）遅延し、相

当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 利用者が、故意または重大な過失により施設またはサービス従事者もしくは他の利用

者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、または著しい不信行為を行うこと等によ

って、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ 利用者が連続して３ヶ月を超えて病院または診療所に入院すると見込まれる場合もし

くは入院した場合 

⑤ 利用者が介護保険施設に入所した場合 

 

（３）円滑な退所のための支援（契約書第１９条参照） 

 



利用者が施設を退所する場合には、利用者の希望により、事業者は利用者の心身の状

況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の支援を利用者に

対して速やかに行います。 

① 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保険施設等の紹介 

② 居宅介護支援事業者の紹介 

③ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

 

８．入院した場合の対応について（契約書第２０条参照） 

施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

① 検査入院等、６日間以内の短期入院 

６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することが出来ます。 

  ② ７日以上３ヶ月以内の入院 

３ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することが出来ます。 

  ③ ３ヶ月以上退院が見込まれない場合 

３ヶ月以上退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。 

     この場合には、施設に再び優先的に入所することは出来ません。 

 

 

９．残置物引取人について（契約書第２３条参照） 

入所契約が終了した後、施設に残された利用者の所持品（残置物）を利用者自身が引き取れ

ない場合に備えて「残置物引取人」を定めていただきます。 

施設は、残置物引取人に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

また、引き渡しにかかる費用については、利用者または残置物引取人に負担いただきます。 

 

 

１０．連帯保証人について（契約書第２４条参照） 

連帯保証人となる方については、契約から生じる利用者の債務について、極度額 百万 円の

範囲内で連帯して負担いただきます。その額は、利用者が亡くなったときに確定し、生じた

債務について、負担いただく場合があります。 

連帯保証人からの請求があった場合には、法人及び施設は、連帯保証人の方に利用料等の支

払状況、滞納金の額、損害賠償の額等利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供します。 

 

１１．苦情の受付について（契約書第２７条参照） 

（１）施設における苦情の受付 



① 施設における苦情や相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

尚、職員に直接苦情を申し出ることも出来ます。 

○苦 情 解 決 責 任 者   [施 設 長] 重越 ゆかり 

○苦情受付窓口(担当者）  [生活相談員] 菊地 勝浩 

○電 話 番 号  ０８９－９９６－０３３３ 

     ○受 付 時 間  平日 ８：３０～１７：３０ 

② 苦情解決の為の話し合い 

苦情受付担当者及び苦情解決責任者は、苦情申し出人と誠意をもって話し合い、解決

に努めます。 

③ 第三者委員への紹介 

苦情や相談について、当法人が委嘱した第三者委員に申し出ることが出来ます。 

④ その他の苦情窓口 

    ・松山市福祉推進部指導監査課 ０８９－９４８－６９６８ 

       平日 ８：３０～１７：１５（土日祝日、年末年始休み） 

・愛媛県福祉サービス運営適正化委員会 ０８９－９９８－３４７７ 

       平日 ９：００～１２：００、１３：００～１６：３０（土日祝日、年末年始休み） 

・愛媛県国民健康保険団体連合会 ０８９－９６８－８７００ 

       平日 ８：３０～１７：１５（土日祝日、年末年始休み） 

 

（２）苦情解決の手段 

① 利用者への周知 

・施設内への苦情受付の掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は利用者

に対して苦情解決責任者、苦情受付担当者の仕組みについて周知します。 

② 苦情の受付 

・苦情受付担当者は、利用者等から苦情を随時受け付けます。 

・苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し次の事項を書面に記載し、その内容

について苦情申し出人に確認します。 

ア 苦情内容 

イ 苦情申し出人の希望 

ウ 苦情申し出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決 

 

③ 苦情受付の報告・確認 

・苦情受付担当者は、受け付けた苦情は全て苦情解決責任者に報告をします。 

④ 苦情解決に向けての話し合い 

・苦情解決責任者は、苦情申し出人との話し合いによる解決に努めます。 

⑤ 苦情解決結果の記録、報告 

 



・苦情解決や改善を重ねることによりサービスの質が高まり、運営の適正化が確保され、

これらを実効あるものとする為、記録と報告を積み重ねるようにします。 

ア 苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記

録します。 

イ 苦情解決責任者は、苦情申し出人に改善を約束した事項について、苦情申し出人

に対して、一定期間後報告をします。 

 

ウ 苦情解決責任者は、苦情受付から解決・改善までについてホームページ上で公表

します。 

⑥ 解決結果の公表 

・利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、

個人情報に関するものを除き「事業報告書」や「広報誌」「社会福祉法人北条福祉協会

ホームページ」等に実績を掲載し公表します。 

 

 

１２．虐待の防止について 

  当施設では、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置

を講じます。 

   ① 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

       虐待防止に関する責任者   施設長  重越 ゆかり 

   ② 職員に対する虐待防止を啓発・普及する為、身体拘束廃止・高齢者虐待防止・リハ 

ビリ委員会を設置し、虐待防止の指針を定め、研修を実施しています。 

   ③ サービス提供中に、当該施設職員による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場

合は、速やかにこれを市町村に通報します。 

 

 

１３．緊急時における対応について 

  施設の職員等は、施設サービスの提供を行っているときに利用者の体調・健康状態の急変が

生じた場合等は、速やかに主治の医師又は協力医療機関への連絡を行う等、必要な措置を講

じます。 

 

 

１４．事故発生時の対応について 

（１）事故発生時 

① 利用者への対応 

・利用者が事故により、身体に障害を発生している場合、治療・生命維持のための可能



な限りの応急処置をとります。 

② 利用者の家族への連絡 

・説明は責任者が行い、速やかに事実を伝えます。 

③ 事故状況の把握 

・事故の正確な把握をし、概要を出来るだけ迅速に、事故報告に記載します。 

・報告書は簡潔かつ要点をまとめて記載し報告します。 

④ 関係各機関への届け出報告 

・事故の程度、状況に応じて関係機関へ報告します。 

 

（２）解決へ向けて 

① 利用者家族への対応 

・施設として、事故原因等を調査し明確にした上で、適切な対応を図ります。 

② 責任問題については、入所契約書第五章を参照し、迅速かつ誠実に対応します。 

 

 

１５．災害時の対応について 

（１）災害時の対応 

   ① 火災時の場合は「特別養護老人ホーム高縄荘 消防計画」に沿った対応を行います。 

   ② 地震・風水害等災害時の場合は「特別養護老人ホーム高縄荘 地震対策に関する防災

計画」･「特別養護老人ホーム高縄荘 風水害(土砂災害)対策に関する計画」に沿った

対応を行います。 

   ③ 各災害対策に関する計画は施設内に掲示し、閲覧することが出来ます。 

 

（２）近隣との協力関係 

    地元、立岩中村地区と「災害時互助協定」を締結し、災害時における救援を約束してい

ます。 

 

（３）平常時の訓練等 

   ① 防火訓練・避難訓練等は地震等災害時の訓練を兼ねて年２回以上実施します。 

   ② 建築物・火気使用設備器具等及び消防用設備等の適切な機能を維持する為、自主点検

検査を実施します。 

   ③ 防火設備の点検は６ヶ月に１回専門業者に依頼し実施します。 

   ④ LPガス漏れ検査は年 1回以上、専門業者に依頼し実施します。 

 

（４）消防計画等 

   消防署への届け出は、計画等に変更があった場合に随時行います。 

    防火管理者兼防災管理者   山本 洋子 



１６．個人情報の取り扱いについて（契約書第１０条参照） 

（１）利用目的 

当施設では、施設サービスを提供するうえで知り得た利用者及びその家族等に関する個人

情報を、下記の目的以外に使用しません。 

 

 ① 利用者に提供する介護サービス等 

 ② 介護保険事務 

 ③ 利用者の為に行う管理運営業務（介護サービスや業務の維持、改善の基礎資料の作成、

施設等において行われる学生等の実習への協力、職員の教育の為に行う事例研究等） 

 

（２）第三者への提供 

当施設では、下記の利用目的の為に利用者及び家族の個人情報を第三者に提供することが

あります。 

  ① 介護保険事務等の施設業務の一部を外部事業者へ業務委託を行う場合 

  ② 他の介護事業所等との連携（サービス担当者会議）及び連絡調整が必要な場合 

 ③ 利用者の受診等にあたり、外部の医師の意見・助言を求めるため、会議記録や施設サ

ービス計画等を提供する場合 

 



【 重要事項説明書付属文書 】 

１．契約締結からサービス提供までの流れ 

利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成する「施設サー

ビス計画」に定めます。       

「施設サービス計画」の作成及びその変更は次の通り行います。（契約書第３条参照）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス提供における事業者の義務（契約書第８条、第９条、第１０条参照） 

当施設は、利用者に対してサービスの提供をするにあたって、次のことを守ります。 

 

①利用者の生命・身体・財産の安全･確保に配慮します。 

②利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携のうえ、

利用者から聴取・確認します。 

③利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介護認定

の更新の申請のために必要な援助を行います。 

④利用者に提供したサービスについて記録を作成し、提供するサービスの完結した日

から５年間保管するとともに、利用者又は代理人の請求に応じて閲覧していただ

き、複写物を交付します。 

⑤利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。  

  但し、利用者または他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない

場合には、記録を記載する等、適正な手続きにより身体等を拘束する場合がありま

す。 

⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するに当って知り得た

利用者または家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。  

（守秘義務） 

 但し、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身

等の情報を提供します。 

 また、利用者の円滑な退所のための援助を行う際には、あらかじめ文書にて、利用

者及び家族の同意を得ます。 

②その担当者は施設サービス計画の原案について、利用者及びその家族

等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

③施設サービス計画は、３か月（※要介護認定有効期間内）に１回、も

しくは利用者及びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるかど

うかを確認し、変更の必要のある場合には、利用者及びその家族等と

協議して、施設サービス計画を変更します。  

④施設サービス計画が変更された場合には、利用者に対して書面を交付

し、その内容を確認していただきます。  

①当施設の介護支援専門員に施設サービス計画の原案作成やそのために

必要な調査等の業務を担当させます。  



 


